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財務・非財務目標の進捗

財
務
目
標

連結純資産ROE

連結当期純利益

サステナブルファイナンス

お客さまの経営課題解決数

地域課題への関与件数

預り資産残高 増加額
（2025年3月末比 銀証合算投資信託残高の増加額）

金融経済教育 開催数

従業員エンゲージメント指数

女性役職者比率

GHG排出量（Scope1，2）

2025年９月期実績 2028年度（最終目標）

非
財
務
目
標

4.43％ ５％以上

101億円
（親会社株主に帰属する中間純利益）

240億円以上

9,763億円
（うち環境関連融資2,599億円）

１兆円 ※2030年度目標
（うち環境関連融資5,000億円以上）

累計216件 累計1,000件

累計４件 累計30件

116億円
（時価変動分除く） 500億円

累計102回 累計500回

80％
（2024年度調査）

85％以上

22.5％ 25％以上

3,714t-CO2
（2024年度実績） ネットゼロ



魅力度
市区町村

順位

2024202520242025

58.252.8函館市11

57.951.8札幌市22

52.349.6京都市33

50.948.1小樽市54

46.946.9鎌倉市75

︓

40.338.7熱海市1913 

35.938.7伊勢市2313

35.438.2屋久島町2515

13

基本戦略01 社会価値の創造地域トピックス

2033年に予定されている第63回神宮式年遷宮へ向けた準備が開始
＜伊勢神宮（三重県伊勢市）＞

■第63回 神宮式年遷宮
令和７年から令和15年秋にかけて20年に１度行われる
神宮最大のお祭り 1300年以上にわたり続いている

式年遷宮の「式年」とは定められた年を、「遷宮」とは宮を遷すことを
意味します。神宮には内宮にも外宮にもそれぞれ東と西に同じ広さの敷
地があり、式年遷宮は20年に一度、社殿や御装束・神宝をはじめ全てを
新しくして、天照大御神に新宮（にいみや）へお遷りいただく神宮最大
のお祭りです。
第63回の式年遷宮は令和15年秋の最も重要な儀式「遷御の儀」に向け
令和７年より関連のお祭りと行事が始まります。
※神宮HP（https://www.isejingu.or.jp/）より引用

■神宮式年遷宮に向けた地域のうごき
・遷宮の年は他の年と比較して参拝者数が増加する傾向
・前回の第62回神宮式年遷宮が行われた2013年の参拝者数は

1,420万人となり、統計を取り始めて以降最多を記録
・地域経済に与える影響は大きく、その年にあわせ宿泊施設・

飲食施設等の観光関連施設の新設や改装、道路整備などの
インフラ整備が進められる見込み

・観光客のみならず地域住民の利便性や快適性に寄与すると
ともに、地域経済を循環させる役割も担う

※百五総合研究所「三重県経済のあらまし2025」より

■市町村魅力度ランキング2025
※市町村魅力度

提示した地域名に対して「とても魅力的」
から「まったく魅力的でない」までの
5段階評価で回答

（魅力度）
100点×「とても魅力的」回答者割合
+50点×「やや魅力的」回答者割合

※出典︓「地域ブランド調査2025」（ブランド総合研究所）

伊勢市︓前年23位⇒13位

https://www.isejingu.or.jp/
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基本戦略01 社会価値の創造新事業創出プロジェクト「HYAKUGO INNOVATION LAB.」

当行グループの全従業員が
主役となり、
“地域の幸せを創り出す新事業”
の創出のめざす
新たなプロジェクト

180件
応募アイデア総数

225人
参加のべ人数

■応募に関するデータ

「HYAKUGO INNOVATION LAB.」(イノラボ) これまでの取組み（2025年9月末現在）

全従業員が参加し、地域課題の解決・社会価値創造に貢献する事業を創りあげる

■プロジェクトの概要

全従業員から

新事業のアイデア募集

「アイデアの質」

「アイデアのの質」「事業意義」

「収益性」「事業の実現性」

などをもとに審査

新事業の
創出

■プロジェクトのねらい

持続的な成長

応募の多かったカテゴリ
観光 教育・保育 人材支援 生活支援 ニーズマッチング など

■参加者の声（意気込み）

三重県の魅力を全国へ伝えたい、三重県の活性化に尽力
したいという思いで入行したため、精一杯頑張ります。

(営業店 20代 男性)

百五銀行を身近・温かい・信頼できるものとして築きあ
げ、地元の方から「三重県に住んでてよかったよね」と
言われるような地域貢献をしていきたいです︕

(本部 30代 女性)

銀行員としてだけでなく、地域貢献に役立てる仕事に
いちから携わりたい （営業店 30代 女性)

新たな事業ポートフォリオの発掘地域課題の解決

従業員エンゲージメントの向上

当行の強みを活かせる新事業の創出により
地域の発展とともに企業価値向上をめざす
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基本戦略01 社会価値の創造地域課題の解決

地域課題への関与件数

累計４件
※中計最終年度目標

累計30件

TOPIX
２０１３年より業務提携している

ブラジル銀行と連携

三重県四日市市伝統産業
「萬古焼」

ブラジルからのペタライト輸入を実現

＜大阪・関西万博ブラジルパビリオンでの式典＞

• 製造には鉱物「ペタライト」
が不可欠

• ペタライトは「リチウム」を
含む鉱物であり、電気自動車の
普及により世界的に急激に需要
が高まっている

• 近年、主要産出国であるジンバ
ブエ共和国からの輸入が困難に

• 新たな輸入先の確保が必要

伝統産業「萬古焼」 に不可欠なペタライト調達の多元化に貢献

• 地域課題の抽出
• 観光需要の創出
• 外国人材の活用支援

社会課題の解決を通じて
「社会価値」と

「中長期的な収益」
の創出をめざす

ねらい

銀行独自のネットワークを活用することで「地域課題」の解決に積極的に関与する

• 安心・安全な市民生活の実現
• 地域産業の維持、発展を目的

とした支援 など

国内の土鍋シェアの
８割以上を占める 輸入国の多元化が課題

<地域課題>

活動内容



77 80 84 93 93 95 101 101 100 99 

2.09% 2.15%2.25%
2.52%

2.58%
2.67%

3.00% 3.01% 2.99% 2.94%

2.0% 2.0%
2.2% 2.2% 2.2% 2.3% 2.3% 2.3%

2.5% 2.5%

16/6 17/6 18/6 19/6 20/6 21/6 22/6 23/6 24/6 25/6

障がい者雇用者数 障がい者雇用率 法定雇用率
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基本戦略01 社会価値の創造グループでの新事業創出

2025年5月
特例子会社※1として地域金融機関全国初

「一定の銀行業高度化等会社※２」へ転換する認可取得

銀行の業務範囲規制の枠組みを超えた新たな業務に挑戦

※１ 障がい者の雇用促進と安定を目的として設立される子会社

主に百五銀行の文書・帳簿などの保管・管理業務を行う

グ
ル
ー
プ
会
社

※２ 銀行法第16条の２ 13項に規定された銀行の子会社
銀行業の高度化や利用者の利便性向上に資する業務を行う

■障がい者雇用者数および雇用率の推移

■井村屋株式会社と業務請負契約
 お菓子の梱包業務を請負う

など新たな業務を開始

 地域の障がい者雇用を促進

（人）

銀行業の枠組みを超えた新たな業務へ挑戦し、地域の活性化と多様な収益源の創造をめざす



185 290 250 261 329 

376 
413 383 292 255 

225 
258 

241 265 232 
33 

39 
51 

37 52 

505 

604 
515 582 438 

16 

30 
14 22 

10 

23/上期 23/下期 24/上期 24/下期 25/上期 25/通期

計画

M&A関連 ストラクチャードファイナンス

ビジネスマッチング 事業性保険販売手数料

融資関連手数料 その他
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基本戦略02 成長への挑戦コンサルティングの強化＜法人営業体制の強化＞

1,343

1,635

1,457

3,069

（百万円）

法人ソリューション手数料の推移 法人営業体制の強化

法人営業体制の強化と課題解決営業の展開により、お客さまの課題解決と収益増強を実現する

お客さまの経営課題解決数

累計216件
※中計最終年度目標

累計1,000件  海外販路拡大、ハラル認証取得支援、
海外現地人材の採用支援など

 事業承継コンサルティング、M&A支援、
サステナビリティ関連融資商品など

■商品・サービスの提供による経営課題解決

■中長期的な経営課題解決

ハイパフォ－マンス行員が全拠点に存在し
拠点全体で資金・役務利益を増強する

1,461
1,319

＜営業をカガクする＞

・渉外活動の型の作成
・収益にもとづく顧客

管理
・データ利活用
・渉外行動管理の徹底
・非効率事務の削減

営業活動の標準化

＜個を強くする＞

・法人ファイナンシャ
ルアドバイザーに
よるコンサル研修

・営業活動のPDCA
を実施

・テーマ別ロールプ
レイングの実施

ハイパフォ－マンス
行員の育成

＜法人拠点の集約＞

・法人拠点の集約に
よる営業人員の再
配置

・周囲に相談できる
行員の存在と成功
体験の共有

共に競い合える環境
の整備



・大手自動車メーカー出身で業務
を牽引してきた経験豊富な
「ものづくりアドバイザー」が
中心となり、従業員を巻き込ん
だ実行を支援

・「ものづくりアドバイザー」と
当行行員が協働することで、
財務面・非財務面の両面から
伴走支援することが可能

36 26
44

30 24

6
8

8
7 10

185 290 
250 261 

329 

23/上期 23/下期 24/上期 24/下期 25/上期

事業承継（件） M&A（件） M&A関連手数料（百万円）
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基本戦略02 成長への挑戦コンサルティングの強化＜事業承継・M&A/自動車産業支援＞

■事業承継受託件数※/M&A受託件数と手数料推移

【後継者育成塾】

事業承継支援・M&A支援

第１期〜第７期の受講者 累計200名

自動車産業支援

外部環境を踏まえた課題提起と解決策提案

事業承継支援の一環として、事業承継
の必要性や対応策、経営者に求められ
るマネジメントについて講義

講
義
例

●事業承継の全体像を把握する
●リーダーシップを磨く
●理念・長期計画・戦略を考える

自動車産業支援の主な活動

１ 特定課題に対する現場改善コンサルティング01
１ 支援先の開拓、工場訪問を通じた現場課題分析02
１ 販路拡大や省人化等の課題解決に向けた専門業者紹介03
１ 取引適正化・価格転嫁に関するセミナーの開催04

54 71 74 77

26 8 9
36
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23/下期 24/上期 24/下期 25/上期

顧客面談
業者面談
現場改善コンサル

■活動件数推移
（件）

※現場改善コンサル
・取引先の製造現場の課題解決に向けたコンサルティング
・工場見学を起点に、顧客の課題に応じてオーダーメイドで支援を行う

強みと提案のポイント

※ 有料コンサルティング受託件数およびビジネスマッチング受託件数の合計



66 70 75 

24/上期 24/下期 25/上期

５００億円増加
（2025年３月末対比）
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基本戦略02 成長への挑戦コンサルティングの強化＜預り資産営業の強化＞

■銀証合算の投資信託残高増加額

（億円）

■積立投信振替額

434 453 473 

24/上期 24/下期 25/上期

■投資信託 信託報酬 ■NISA口座先数

中計目標

（億円）

46,018 45,701 46,208 

24/上期 24/下期 25/上期

（百万円） （先）

1,763 1,860 
2,227 

893 922 

1,113 

24/9末 25/3末 25/9末

百五証券
百五銀行

2,656
2,782

3,340

＋556億円
（時価の変動分含む）

・百五銀行と百五証券によるグループ営業体制を強化し、グループ預り資産残高の増強を図る
・長期運用ニーズをキャッチし、NISA活用方法や積立投資信託の増加を図ることでストックビジネス

を強化する。
・2025年9月末時点での銀証合算の投資信託残高増加額は116億円と堅調に推移

時価の変動分を含めた増加額は556億円増加

＋１１６億円
（時価の変動分含まず）

※時価による変動分＋440億円

1,557 1,458 1,503 1,357 1,264 

691 704 723 729 808 

23/上期 23/下期 24/上期 24/下期 25/上期

百五銀行 百五証券■預り資産関連収益（百五銀行＋百五証券）
2,248 2,163 2,226

（百万円）

中期経営計画における銀証合算の投資信託残高増加額は順調に推移 ストックビジネス強化による収益性向上を図る

2,086 2,072



333 345 288 309 344 

2,042 
2,248 2,191 

2,633 

1,778 

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

地銀平均
当行

基本戦略02 成長への挑戦コンサルティングの強化＜住宅ローン＞

７年連続地域銀行１位

3,151
3,662

2,948

1,113
2,000

23/3期 24/3期 25/3期 25/9期 26/3期計画

■住宅ローン獲得額

33 35
28

9

19

23/3期 24/3期 25/3期 25/9期 26/3期計画

■住宅ローン関連手数料
住宅ローン増加額

• 住宅ローンは前中期経営計画にて強固なビジネスモデルを確立
• 2025年９月中間期は住宅ローン獲得額、住宅ローン関連手数料と

もに計画通りの水準で推移

（ニッキンレポートより当行作成）

（億円）

（億円）

（億円）

2024年度より外部環境の変化などをふまえ、戦略的に獲得目標を
見直しする方針へと転換したが、増加額は７年連続地域銀行１位

20

2024年度より戦略的に獲得目標を見直しするも、増加額は７年連続地域銀行全国１位



11
17 16 18

0.07%

0.09%
0.08% 0.08%

23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

デフォルト等の金額 デフォルト等の率

基本戦略02 成長への挑戦コンサルティングの強化＜住宅ローン＞

21

※保証付ローン（代弁）を含む

（残高︓億円）

■延滞債権残高・延滞率 ■デフォルト等の金額と率

35
52 54 56

0.21%
0.27% 0.25% 0.24%

23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

延滞債権残高 延滞率

（残高︓億円）

住宅ローン月末平均金利の推移

0.61%
0.73%

0.93% 0.96%

0.47%

0.61%

0.86%

0.86%

0.00%

0.50%

1.00% ストック(残高分) フロー（新規実行分）

住宅ローン残高と延滞・デフォルト状況

24/3 24/6 24/9 24/12 25/3 25/6 25/9

政策金利0.25％へ
引き上げ

政策金利0.50％へ
引き上げ

①2024年10月１日 住宅ローン基準金利 0.15％引き上げ
⇒ストック分は2025年１月約定返済分より適用

②2025年４月１日 住宅ローン基準金利 0.25％引き上げ
⇒ストック分は2025年７月約定返済分より適用

貸出金

変動金利型
住宅ローン

47.9％
その他

住宅
ローン

変動金利型

固定金利型

95.0％
5.0％

＜貸出金における住宅ローンの割合＞ ＜住宅ローンにおける変動金利・固定金利の割合＞

① ②

※適用金利は毎年４月１日と10月１日に見直しを行い、７月・１月約定分
から新金利が反映した返済が開始

52.1％

19,634
22,267 24,046 24,561

23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

■住宅ローン残高 （億円）

※ストック（残高分）



22

基本戦略02 成長への挑戦コンサルティングの強化＜預金増強＞

総預金残高（平残）

62,804億円
（前年同期比＋767億円）

個人預金残高（平残）

43,900億円
（前年同期比＋52億円）

法人預金残高（平残）

14,557億円
（前年同期比＋843億円）

■ライフプランと取引メイン化アプローチ

■コア預金の獲得

404,588 

409,597 
412,519 

414,127 413,809 
72,324 

78,340 
85,190 89,589 90,838 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

給与振込口座数（口座） 住宅ローン先数(先)

住宅ローン契約数と給与振込口座数 スマホバンキング利用口座数

111,307 

194,835 

276,624 
325,760 341,007 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

（口座）

法人インターネットバンキング契約数

14,902 
15,430 

16,944 
17,571 17,891 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

（先）

・ライフイベントに応じた適切な商品・サービス
をアプローチできる仕組みづくりで世帯取引
メイン化を推進

・個人預金については世代別・チャネル別の戦略
により給振、年金口座の獲得に注力し、粘着性
の高い預金の増強を図る

・法人預金については、売上入金、総給振の元受け
獲得を推進し、取引メイン化を図る

相続・資産承継

退職

リフォーム

住宅

就職 結婚

教育

20歳代

70歳代以上

＜資産活形成・活用層＞セミナー等による情報提供充実

＜資産形成層＞スマホバンキング等による非対面預金の獲得

＜資産活用層＞退職金定期預金などを活用したメイン化

＜資産承継層＞終活サポートサービスと連携した相続預金の獲得

ライフイベントに応じたアプローチや非対面チャネルの推進により粘着性の高い預金を獲得する

住宅ローン等の総合取引を通じたアプローチと非対面取引の拡充による利便性向上によりコア預金獲得を図る

（単体）

※総預金、個人預金、法人預金はNCDを含む。



1.302 

1.073 1.260 1.343 
1.929 

1.005 

3.479 

5.557 5.420 5.061 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

5.66 
6.11 

5.67 5.17 5.17 

0.85 
1.27 1.26 1.26 

0.86 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

1,452 1,371

2,454
1,874

2,316

▲ 15 ▲ 145 ▲ 211 ▲ 467▲ 2 ▲ 75 ▲ 30

株式 債券 その他

23

有価証券戦略

2,310 1,521 1,712 1,210 1,161 

4,599 4,568 4,517 4,553 4,776 

2,074 2,083 2,260 2,353 2,362 

2,123 2,029 3,111 2,524 2,970 
1,095 1,274 

1,430 1,641 1,432 
2,301 2,449 

2,499 2,593 2,610 87 93 
89 94 83 

22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

国債 地方債 社債 株式 投資信託 外国証券 その他

※その他には外国証券や投資信託を含む

＜その他内訳＞
円貨建外債 ▲5億円
外貨建外債 ▲6億円
外国株式 6億円
投資信託 116億円

（億円）

14,590 14,019
15,621 14,971

1,434 1,150

2,264

（億円）

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期

▲467

1,377

（年）＜デュレーション＞

基本戦略02 成長への挑戦

前年同期比25/9期24/９期
▲7,257▲7,986▲728国債等債券損益

▲142－142うち売却益
5,4596,106646うち売却損（▲）
1,6561,880224うち償還損※（▲）
4,0435,2601,216株式等関係損益
4,2605,6231,363うち売却益

196343146うち売却損（▲）
1919－うち償却（▲）

（百万円）

アセットアロケーションに配慮したポートフォリオ運営を行い、金利上昇・株価上昇するなか低利回り債の入替え売買、
株式・投資信託の利益確定を実施 有価証券ポートフォリオの評価損益は高水準を維持

■有価証券残高

■有価証券評価損益

■利回り・デュレーション

■有価証券関連損益

15,396

25/9期

21
1,958

110

外貨建

円建

円建

外貨建

（％）＜利回り＞

※償還損︓投資信託の解約損



5,000

9,000

13,000

17,000

21,000

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

金利復活に伴い
円債投資再開・

本格化

金利低位推移で
円債投資抑制

基本戦略02 成長への挑戦

2424

有価証券戦略

新規投資
・金利のある世界のなか、円貨建債券の漸進的な積み増しを行う
・金融正常化に伴い、緩やかな金利上昇を見込むなか、金利リスクに

配慮しながら、10年までの債券を中心に投資を行う

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（百万円）

株・投資信託を中心に安定した利息獲得

円貨建債券による
利息増加

有価証券利回りの改善

円貨建債券を中心とした有価証券の積み増しと利回り改善により有価証券利息の増加を図る

■有価証券残高の推移 ■有価証券利息の推移
（億円）

※簿価ベース

既存
ポートフォリオ ・低利回り円債の売却を進め、ALMの状況に応じて再投資する

（％） 10年国債金利 （左軸、線グラフ）
有価証券残高 （右軸、棒グラフ）
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基本戦略03 人材戦略人的資本指標

人的資本ＫＰＩの進捗（2025年９月末基準）

461人

中計最終年度目標
500人以上

プロフェッショナル
資格試験※1累計合格者数

－
※2026年度より認定開始予定

中計最終年度目標
100人以上

プロフェッショナル
人材数※2

789人

中計最終年度目標
1,000人以上

ITパスポート試験
累計合格者数 挑戦する

プロフェッショナル
集団の育成

ダイバーシティ＆
インクルージョン

組織の活性化と
クオリティの

高い商品・サービス
の提供

11.0％

中計最終年度目標
12％以上

女性管理職比率
（支店長相当職）

16.6％
※2024年度調査

中計最終年度目標
10％以下

プレゼンティーズム
損失割合※3

5.5日
※2024年度調査

中計最終年度目標
５日以下

アブセンティーズム
平均日数※4

80.0％
※2024年度調査

中計最終年度目標
85％以上

従業員エンゲージメント指数

※2 プロフェッショナル人材数 ︓プロフェッショナル資格試験合格者のうち、高いレベルで知識・能力が発揮されている人材数

※1 プロフェッショナル資格試験︓FP１級、CFP、中小企業診断士、税理士、社会保険労務士、証券アナリスト、CIA（公認内部監査人）、１級建築士、情報処理安全確保支援士、
プロジェクトマネージャーの試験

※3 プレゼンティーズム損失割合︓病気やケガなどによって仕事のパフォーマンスが低下した割合

※4 アブセンティーズム平均日数︓病気やケガなどの体調不良で仕事を休んだ日数（有給休暇含む。0日の者は除いて平均算出）

22.5％

中計最終年度目標
25％以上

女性役職者比率
（係長職以上）

企業価値
の向上

社会価値の
創出

経済価値の
創出
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基本戦略03 人材戦略プロフェッショナル人材の育成

プロフェッショナル人材数
中計期間目標100人

371 390 451 461
244

395

705 789

23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

プロフェッショナル資格試験 ＩＴパスポート試験

■プロフェッショナル資格試験※・ITパスポート試験累計合格者数

前中期経営計画期間で
「プロフェッショナル人材」

の土台となる知識を向上
• プロフェッショナル資格試験の

合格を知識の土台

• 仕事のパフォーマンスや遂行能力
が明らかに高い

• 周囲にも良い影響を与える

（人）
■プロフェッショナル人材の認定

プロフェッショナル
資格試験合格

自己啓発

営業成績

本部スキル

キャリア
レベル
認定

＜ご参考＞現時点仮判定 プロフェッショナル人材68名
中級レベル794名

⇒専門知識だけでなく、発揮能力も含めてプロフェッショナルと
呼べる人材を育成し、人的資本経営の高度化をめざす

多面評価を実施し、「真のプロフェッショナル」を認定

今中期経営計画期間で
知識を活用できる人材を育成

従業員全員が自律的なキャリア形成に取り組むことを通じて「真のプロフェッショナル」をめざす

※プロフェッショナル資格試験︓FP１級、CFP、中小企業診断士、税理士、社会保険労務士、証券アナリスト、CIA（公認内部監査人）、１級建築士、情報処理安全確保支援士、プロジェクトマネージャーの試験

■プロフェッショナル人材の育成

プロフェッショナル資格試験やＩＴパスポート試験の合格者に対して、
習得したスキルをブラッシュアップする研修やセミナーを開催
テーマ例 「税制改正」「サイバーセキュリティとDX」

自己啓発

営業スキル習得

本部特有業務の体験

営業現場で活用できる知識・スキルの習得を図り、実践力を高めることがで
きる研修“トレーニー”を多岐にわたり展開。お客さまへのコンサルティング、
データ利活用、グループ会社業務などの実践力を高める

2025年度よりジョブトライアル研修を新設
本部特有業務を体験することで、従業員がキャリア
イメージを描くことや専門性を高めることをめざす

初級レベル

中級レベル



4.1%

9.1%

17.0%

21.1%
22.5%

25.0%

0.3%
1.4%

8.7% 9.8% 11.0% 12.0%

2000/3 2010/3 2020/3 2025/3 2025/9 2029/3

計画

女性役職者比率 女性管理職比率
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基本戦略03 人材戦略ダイバーシティの推進

◆MSCI日本株女性活躍指数（WIN）※の構成銘柄に採用
※時価総額上位500銘柄（MSCIジャパンIMIトップ500指数）のうち、MSCIが新たに開発した

性別多様性スコアに基づき、各業種から性別多様性に優れた企業を選別して構成

（注）株式会社百五銀行のMSCI指数への組入れ、および本資料における
MSCIロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、MSCI
またはその関連会社による株式会社百五銀行への後援、保証、販促
には該当しません。MSCI指数はMSCIの独占的財産です。MSCI指数
の名称およびロゴはMSCIまたはその関係会社の商標またはサービス
マークです。

女性行員が直面しやすい課題の克服を後押しする研修
「未来デザインアカデミー」を開催

自己研鑽・自部署
でのアウトプット女性が直面しやすい課題の克服

外部講師

ダイバーシティ＆インクルージョン

メンターとの面談
支店長との座談会

研修内容を活かした
業務運営

本部各部での講義
実践的なトレーニー

客観的な目線の育成

メンタリング・座談会

本部講義
トレーニー

中期経営計画
働き方改革

TOPIX

女性の多様なロールモデルを増加させ、さらなる女性活躍の土壌を形成する

今後はさらに経営の意思決定の場に女性を登用

■女性役職者・管理職者数の推移

・2000年 女性支店長の誕生
・2019年 女性部長の誕生
・2019年 女性社外監査役の誕生
・2020年 女性社外取締役の誕生
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基本戦略04 デジタルトランスフォーメーション地域DXの推進

バーコードPay

13,525 
13,894 14,599 14,903 15,561 

17,288 

11,485 

17,910 

12,092 

25,137 

332 

151 

348 

164 

410 

23/上期 23/下期 24/上期 24/下期 25/上期

登録先数（先） 決済件数（件） 決済額（百万円）

■登録先数・取引件数・決済額の推移

スマホバンキングの機能拡充

投資信託を口座一覧に追加
し当行総資産として管理

スマホバンキング 個人向けサービス集約

機能追加済サービス

機能追加予定サービス

＜バーコードPay＞
コンビニ払込票のバーコード、二次元コード
をスマホで読み取り百五銀行口座から税金等
の支払いができるアプリ

■バーコードPay手数料推移

797
574

863
600

1,182

23/上期 23/下期 24/上期 24/下期 25/上期

※個人の自動車税の支払いにより、決済件数、決済額、手数料は上期が増加する傾向にある

＜イメージ＞

（千円）

非対面で可能な個人のお客さま向けサービスを集約することで、個人
向けお客さまサービスの認知度が向上するだけでなく、有益な情報を
発信し、お客さまが能動的に情報を取得できる仕組みをつくる

利便性の向上 地域DXを推進

住宅ローン一部繰上返済

既存アプリの入り口を設定

払込票からの支払「バーコードPay」

非対面申込の入り口を設定

カードローン申込目的ローン申込

自動車税等の地方税支払、公共料金、通販などお支払可能
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基本戦略04 デジタルトランスフォーメーションお客さま手続きのDX

お客さま手続きのDX推進へ向けた取組み

マイページ基盤

お客さまがWeb上でさまざまな
手続きを申請できる仕組み盤

導入済のサービス

住宅ローン実行後の
資金管理・書類提出 など

検討中のサービス
無担保ローン申込み・契約

のWeb手続き拡大

ペーパレス基盤

店舗内でも店舗外でもペーパレスで
手続きできる仕組み盤

導入済みのサービス
個人のお客さまの

普通預金開設・届出住所等変更

検討中のサービス
キャッシュカード再発行手続き

投資信託・保険等の申込み

自動機利用額の変更手続き
その他、署名が必要な各種手続き

電子交付基盤

銀行から郵送、手交する書類等を
電子的に交付する仕組み

導入済みのサービス

預り資産業務における電子交付

検討中のサービス

電子交付対象手続きの拡大

お客さまには “いつでもどこでもお手続いただける環境”を
従業員には “事務負担の軽減や働き方改革につながる環境”を

行内のさまざまなシステムやデータと連携することで、業務の効率化と対面・非対面サービスを融合し、お客さま目線
でいつでもどこでも百五銀行とつながるサービスの実現をめざす
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基本戦略04 デジタルトランスフォーメーション行内/グループDX

短期戦略 AIに慣れる︓生成サービスの利用 個人単位の省力化をめざす

長期戦略 AIを使いこなす︓業務とAIの一体設計 組織単位の省人化をめざす

従業員の主な悩み

知識や経験により営業力に差異がある
単純作業に多くの時間を取られている

欲しい情報が見つけられない
生成AIで解決したいこと

現場の主な悩み
複雑な業務フローを簡略化してほしい

AIを業務に取り入れ解決したいこと

AIデータベース
の構築

お客さまには”サービスレベルの高度化”を
従業員には”作業負担の軽減と満足度の向上”を

AI・生成AI
の活用

行内/グループDX推進へ向けた取組み

柔軟な働き方ができるようにしてほしい
人員不足を解消してほしい

社内FAQチャット
お客さまとの話題やご提案内容の整理
各種レポートの作成
定型文書の自動作成 など

DX×AIで業務をより効率化
AIエージェントを活用して業務を自動化
営業店の業務を軽量化 など

AI・生成AIを活用した業務の効率化を図り、短期長期の戦略で従業員個人単位の省力化と組織単位の省人化をめざす
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基本戦略04 デジタルトランスフォーメーションデータ利活用

＜営業現場でのデータ利活用強化＞
CRM/SFA(営業支援システム)の刷新

若手営業担当者向け支援機能を充実
⇒ 顧客の変化を見える化し、営業担当者に「気づき」を与える
営業担当者の活動内容をデータ化し、行動分析を行い
担当者へフィードバックすることで育成に繋げる

2026年秋
稼働予定

お客さまの
変化への気づき

ニーズに合った
質の高い提案

顧客データ×行動管理データ

＜データサイエンス系大学(学部)との提携＞

早稲田大学との共同研究

早稲田大学・CRMシステム委託先企業と3者で
内国為替データを活用した資金需要(融資)予測モデル の開発
を目的とした研究に着手
⇒ 顧客ニーズをタイムリーに検知し、次期CRMで配信

2025年秋
スタート

グループ内のデータ利活用促進を通じて「データドリブン」な
組織づくりを強化 各種業務の効率化・営業の高度化

データを活用した営業体制の強化

グループ内のデータ利活用促進を通じて「データドリブン」な組織づくりを強化し、各種業務の効率化・営業の
高度化を図る
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基本戦略05 戦略基盤の強化当行グループの脱炭素/サイバーセキュリティ

GHG排出量（Scope1,2）ネットゼロに向け、当行グループの環境負荷軽減に取り組む

サイバーセキュリティリスクを組織全体のリスク管理の一部としてとらえ、管理態勢の高度化に取り組む

2013 2019

（ ｔ-CO2 ）

2020 2021 2022

2024年度実績
2013年度比
63.8.%削減

10,273

7,486
6,741

5,813

Scope1,2の合計

5,697
4,743

2023

ネット
ゼロ

2028
（年度）

■当行グループのGHG排出量推移

温室効果ガス（GHG）排出量

3,714

サイバーセキュリティ対策

■リスク管理体制

サイバーセキュリティ委員会

システム統括部
サイバーセキュリティ統括室

官公庁 金融
ISAC

法執行
機関

ベンダー 業界
団体 有識者等

連携

百五銀行グループCSIRT

本部 支社 営業店等
グループ各社

2024

サイバー攻撃から死守すべき重大リスクを
「顧客情報の漏洩」「重要情報の破壊」「重要システムの停止」

の３点と定義し、リスク対応態勢を強化する


